
令 和 6 年 8 月 14 日
午 後 3 時 30 分 開 会

さ ん く す ３ 番 館 ４ 階 教 育 委 員 室

第１ 報告第 18号

第２ 議案第 65号

第３ 議案第 66号

第４ 議案第 67号

第５ 議案第 68号

議　　事　　日　　程

吹田市教育委員会事務局職員の人事発令について

吹田市教育委員会事務局職員の人事発令について

押印廃止に伴う教育委員会規則の一部を改正する規則の制定につ
いて

吹田市高等学校学習支援金支給事業の廃止について

中学校の全員給食に向けた基本計画の策定について



 



議案第６６号  

 

 

押印廃止に伴う教育委員会規則の一部を改正する規則の制定に 

ついて  

 

 

 標記のことについて、押印廃止に伴う教育委員会規則の一部を改正す

る規則を別紙のとおり定めます。  

 

 

令和６年８月１４日提出  

 

吹田市教育委員会  

教育長 大江 慶博  
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吹田市立自然の家条例施行規則等の一部を改正する規則を次のとおり定めます。 

 

令和６年８月  日 

 

 

吹田市教育委員会 

教育長 大 江 慶 博 

 

 

吹田市教育委員会規則第 号 

 

吹田市立自然の家条例施行規則等の一部を改正する規則（案） 

 

（吹田市立自然の家条例施行規則等の一部改正） 

第１条 次に掲げる規則の規定中「記載して押印した」を「記載した」に改める。 

⑴ 吹田市立自然の家条例施行規則（昭和５５年吹田市教育委員会規則第６号）第

１０条第２項 

⑵ 吹田市公民館条例施行規則（昭和６０年吹田市教育委員会規則第１３号）第 

１０条第２項 

⑶ 吹田市自然体験交流センター条例施行規則（昭和６０年吹田市教育委員会規則

第２２号）第１１条第２項 

⑷ 吹田市立青少年クリエイティブセンター条例施行規則（平成１４年吹田市教育

委員会規則第５号）第１０条第２項 

⑸ 吹田市立子育て青少年拠点夢つながり未来館青少年活動サポートプラザの管理

運営に関する規則（平成２２年吹田市教育委員会規則第１２号）第１３条第３項 

（吹田市立博物館条例施行規則の一部改正） 

第２条 吹田市立博物館条例施行規則（平成４年吹田市教育委員会規則第８号）の一

部を次のように改正する。 

第４条第２項中「（様式第１号）」を削る。 

第５条第１項中「（様式第２号）」を削り、同条第２項中「（様式第３号）」を

削る。 

第６条第３項中「（様式第４号）」を削る。 

第７条第２項中「（様式第５号）」を削る。 

第１１条を第１２条とし、第１０条の次に次の１条を加える。 

（申請書等の様式） 

第１１条 この規則に規定する申請書等の様式は、教育長が定める。 

様式第１号から様式第５号までを削る。 
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附 則 

この規則は、令和６年９月１日から施行する。 
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(
 
1 
) 

第
１
条
第
１
号
関
係

 

吹
田
市
立
自
然
の
家
条
例
施
行
規
則
現
行
・
改
正
案
対
照
表

 

 
 

 
 
は
改
正
箇
所

 

現
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
行

 
改

 
 

 
 

 
正

 
 

 
 

 
案

 

 （
使
用
料
の
還
付
）

 

第
１
０
条

 
 

 
 

 
 

 
－
－
－
－
－
－
－
－
略
－
－
－
－
－
－
－
－

 

２
 
使
用
料
の
還
付
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
て
押
印
し
た
使
用
料

還
付
申
請
書
に
使
用
許
可
書
及
び
使
用
取
消
届
を
添
え
て
教
育
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。

 

⑴
 

 

⑵
 

 （
使
用
料
の
還
付
）

 

第
１
０
条

 
 

 
 

 
 

 
－
－
－
－
－
－
－
－
略
－
－
－
－
－
－
－
－

 

２
 
使
用
料
の
還
付
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
使
用
料
還
付
申
請

書
に
使
用
許
可
書
及
び
使
用
取
消
届
を
添
え
て
教
育
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

⑴
 

 

⑵
 

 

第
１
条
第
２
号
関
係

 

吹
田
市
公
民
館
条
例
施
行
規
則
現
行
・
改
正
案
対
照
表

 

 
 

 
 
は
改
正
箇
所

 

現
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
行

 
改

 
 

 
 

 
正

 
 

 
 

 
案

 

 （
使
用
料
の
還
付
）

 

第
１
０
条

 
 

 
 

 
 

 
－
－
－
－
－
－
－
－
略
－
－
－
－
－
－
－
－

 

２
 
使
用
料
の
還
付
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
て
押
印
し
た
使
用
料

還
付
申
請
書
に
使
用
許
可
書
及
び
使
用
取
消
届
を
添
え
て
教
育
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。

 

⑴
 

 

⑵
 

 （
使
用
料
の
還
付
）

 

第
１
０
条

 
 

 
 

 
 

 
－
－
－
－
－
－
－
－
略
－
－
－
－
－
－
－
－

 

２
 
使
用
料
の
還
付
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
使
用
料
還
付
申
請

書
に
使
用
許
可
書
及
び
使
用
取
消
届
を
添
え
て
教
育
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

⑴
 

 

⑵
 

－
－
－
－
－
－
－
－
略
－
－
－
－
－
－
－
－

 

－
－
－
－
－
－
－
－
略
－
－
－
－
－
－
－
－

 

－
－
－
－
－
－
－
－
略
－
－
－
－
－
－
－
－

 

－
－
－
－
－
－
－
－
略
－
－
－
－
－
－
－
－

 

(
1
1
)
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(
 
2 
) 

第
１
条
第
３
号
関
係

 

吹
田
市
自
然
体
験
交
流
セ
ン
タ
ー
条
例
施
行
規
則
現
行
・
改
正
案
対
照
表

 

 
 

 
 
は
改
正
箇
所

 

現
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
行

 
改

 
 

 
 

 
正

 
 

 
 

 
案

 

 （
使
用
料
の
還
付
）

 

第
１
１
条

 
 

 
 

 
 

 
－
－
－
－
－
－
－
－
略
－
－
－
－
－
－
－
－

 

２
 
使
用
料
の
還
付
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
て
押
印
し
た
使
用
料

還
付
申
請
書
に
使
用
許
可
書
及
び
使
用
取
消
届
を
添
え
て
教
育
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。

 

⑴
 

 

⑵
 

 （
使
用
料
の
還
付
）

 

第
１
１
条

 
 

 
 

 
 

 
－
－
－
－
－
－
－
－
略
－
－
－
－
－
－
－
－

 

２
 
使
用
料
の
還
付
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
使
用
料
還
付
申
請

書
に
使
用
許
可
書
及
び
使
用
取
消
届
を
添
え
て
教
育
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

⑴
 

 

⑵
 

 第
１
条
第
４
号
関
係

 

吹
田
市
立
青
少
年
ク
リ
エ
イ
テ
ィ
ブ
セ
ン
タ
ー
条
例
施
行
規
則
現
行
・
改
正
案
対
照
表

 

 
 

 
 
は
改
正
箇
所

 

現
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
行

 
改

 
 

 
 

 
正

 
 

 
 

 
案

 

 （
使
用
料
の
還
付
）

 

第
１
０
条

 
 

 
 

 
 

 
－
－
－
－
－
－
－
－
略
－
－
－
－
－
－
－
－

 

２
 
使
用
料
の
還
付
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
て
押
印
し
た
使
用
料

還
付
申
請
書
に
専
用
使
用
許
可
書
及
び
専
用
使
用
内
容
変
更
許
可
書
又
は
専
用
使
用
取
消
届
を
添

え
て
教
育
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

⑴
 

 

⑵
 

 

 

（
使
用
料
の
還
付
）

 

第
１
０
条

 
 

 
 

 
 

 
－
－
－
－
－
－
－
－
略
－
－
－
－
－
－
－
－

 

２
 
使
用
料
の
還
付
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
使
用
料
還
付
申
請

書
に
専
用
使
用
許
可
書
及
び
専
用
使
用
内
容
変
更
許
可
書
又
は
専
用
使
用
取
消
届
を
添
え
て
教
育

委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

⑴
 

 

⑵
 

 

－
－
－
－
－
－
－
－
略
－
－
－
－
－
－
－
－

 

－
－
－
－
－
－
－
－
略
－
－
－
－
－
－
－
－

 

－
－
－
－
－
－
－
－
略
－
－
－
－
－
－
－
－

 
－
－
－
－
－
－
－
－
略
－
－
－
－
－
－
－
－

 

(
1
2
)

(12)



 

(
 
3 
) 

第
１
条
第
５
号
関
係

 

吹
田
市
立
子
育
て
青
少
年
拠
点
夢
つ
な
が
り
未
来
館
青
少
年
活
動
サ
ポ
ー
ト
プ
ラ
ザ
の
管
理
運
営
に
関
す
る
規
則
現
行
・
改
正
案
対
照
表

 

 
 

 
 
は
改
正
箇
所

 

現
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
行

 
改

 
 

 
 

 
正

 
 

 
 

 
案

 

 

（
使
用
料
の
充
当
及
び
還
付
）

 

第
１
３
条

 

２
 

３
 
使
用
料
の
還
付
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
て
押
印
し
た
使
用
料

還
付
申
請
書
に
使
用
許
可
書
そ
の
他
の
教
育
委
員
会
が
必
要
と
認
め
る
書
類
を
添
え
て
教
育
委
員

会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

⑴
 

 

⑵
 

 

 

（
使
用
料
の
充
当
及
び
還
付
）

 

第
１
３
条

 

２
 

３
 
使
用
料
の
還
付
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
使
用
料
還
付
申
請

書
に
使
用
許
可
書
そ
の
他
の
教
育
委
員
会
が
必
要
と
認
め
る
書
類
を
添
え
て
教
育
委
員
会
に
提
出

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

⑴
 

 

⑵
 

 

                

－
－
－
－
－
－
－
－
略
－
－
－
－
－
－
－
－

 

－
－
－
－
－
－
－
－
略
－
－
－
－
－
－
－
－

 

－
－
－
－
－
－
－
－
略
－
－
－
－
－
－
－
－

 

－
－
－
－
－
－
－
－
略
－
－
－
－
－
－
－
－

 

(
1
3
)

(13)



 

(
 
4 
) 

第
２
条
関
係

 

吹
田
市
立
博
物
館
条
例
施
行
規
則
現
行
・
改
正
案
対
照
表

 

 
 

 
 
は
改
正
箇
所

 

現
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
行

 
改

 
 

 
 

 
正

 
 

 
 

 
案

 

 

（
観
覧
等
の
申
請
）

 

第
４
条

 
 

 
 

 
 

 
 
－
－
－
－
－
－
－
－
略
－
－
－
－
－
－
－
－

 

２
 
博
物
館
資
料
の
特
別
利
用
（
条
例
第
５
条
に
規
定
す
る
特
別
利
用
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
を

し
よ
う
と
す
る
者
は
、
あ
ら
か
じ
め
特
別
利
用
許
可
申
請
書
（
様
式
第
１
号
）
を
教
育
委
員
会
に

提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

（
観
覧
等
の
許
可
）

 

第
５
条

 
教
育
委
員
会
は
、
前
条
第
１
項
の
申
出
が
あ
っ
た
と
き
は
、
観
覧
券
（
様
式
第
２
号
）
を

交
付
す
る
こ
と
を
も
っ
て
観
覧
の
許
可
と
す
る
。

 

２
 
教
育
委
員
会
は
、
前
条
第
２
項
の
申
請
書
を
受
け
付
け
た
と
き
は
こ
れ
を
審
査
し
、
管
理
上
必

要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
必
要
な
条
件
を
付
し
、
特
別
利
用
許
可
書
（
様
式
第
３
号
）
を
交
付

す
る
。

 

（
観
覧
料
等
の
減
額
又
は
免
除
）

 

第
６
条

 

２
 

３
 
観
覧
料
等
の
減
額
又
は
免
除
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
観
覧
料
・
特
別
利
用
料
減
額
・
免
除

申
請
書
（
様
式
第
４
号
）
を
教
育
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
教
育
委
員

会
が
適
当
と
認
め
る
者
に
あ
っ
て
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

 

（
観
覧
料
等
の
還
付
）

 

第
７
条

 
 

 
 

 
 

 
 
－
－
－
－
－
－
－
－
略
－
－
－
－
－
－
－
－

 

２
 
観
覧
料
等
の
還
付
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
観
覧
料
・
特
別
利
用
料
還
付
申
請
書
（
様
式
第

５
号
）
を
教
育
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

 

（
損
傷
等
の
届
出
）

 

第
１
０
条

 
 

 
 

 
 

 
－
－
－
－
－
－
－
－
略
－
－
－
－
－
－
－
－

 

 

 

（
観
覧
等
の
申
請
）

 

第
４
条

 
 

 
 

 
 

 
 
－
－
－
－
－
－
－
－
略
－
－
－
－
－
－
－
－

 

２
 
博
物
館
資
料
の
特
別
利
用
（
条
例
第
５
条
に
規
定
す
る
特
別
利
用
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
を

し
よ
う
と
す
る
者
は
、
あ
ら
か
じ
め
特
別
利
用
許
可
申
請
書
を
教
育
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。

 

（
観
覧
等
の
許
可
）

 

第
５
条

 
教
育
委
員
会
は
、
前
条
第
１
項
の
申
出
が
あ
っ
た
と
き
は
、
観
覧
券
を
交
付
す
る
こ
と
を

も
っ
て
観
覧
の
許
可
と
す
る
。

 

２
 
教
育
委
員
会
は
、
前
条
第
２
項
の
申
請
書
を
受
け
付
け
た
と
き
は
こ
れ
を
審
査
し
、
管
理
上
必

要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
必
要
な
条
件
を
付
し
、
特
別
利
用
許
可
書
を
交
付
す
る
。

 

 （
観
覧
料
等
の
減
額
又
は
免
除
）

 

第
６
条

 

２
 

３
 
観
覧
料
等
の
減
額
又
は
免
除
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
観
覧
料
・
特
別
利
用
料
減
額
・
免
除

申
請
書
を
教
育
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
教
育
委
員
会
が
適
当
と
認
め

る
者
に
あ
っ
て
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

 

（
観
覧
料
等
の
還
付
）

 

第
７
条

 
 

 
 

 
 

 
 
－
－
－
－
－
－
－
－
略
－
－
－
－
－
－
－
－

 

２
 
観
覧
料
等
の
還
付
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
観
覧
料
・
特
別
利
用
料
還
付
申
請
書
を
教
育
委

員
会
に
提
出
し
な
け
れ
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議案第６７号  

 

 

吹田市高等学校等学習支援金支給事業の廃止について  

 

 

 吹田市高等学校等学習支援金支給事業について、次のとおり廃止しま

す。  

 

 

令和６年８月１４日提出  

 

吹田市教育委員会  

教育長 大江 慶博  

 

 

記  

 

１ 廃止日   令和７年３月３１日 

 

２ 廃止理由  別紙のとおり 
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   吹田市高等学校等学習支援金支給事業の廃止について 

 

１ 廃止の理由 

 吹田市高等学校等学習支援金支給事業は、経済的理由により高等学

校等の修学を継続することが困難である高校生等の保護者等に対し、

修学に資する費用の負担軽減を目的に、高等学校等学習支援金を支給

する市独自の事業です。申請に基づき、住民税所得割非課税相当の世

帯に属する高校生一人あたり月額 4,000 円（年額 48,000 円）を現金

給付しています。 

 高校生等への奨学に対する支援策は、平成 22 年度（2010 年度）か

ら国が高校生授業料実質無償化として就学支援金制度を開始し、平成

26 年度（2014 年度）から府が高校生の授業料以外の教育費負担軽減

策として奨学のための給付金制度を開始するなど、近年、充足化が図

られてきました。また、令和 3 年度（2021 年度）に実施された包括外

部監査において、制度の在り方を再検討することが望ましい旨の参考

意見が出されたことを受け、課題整理を行った結果、高校生等の奨学

支援策が充足してきていること、また、令和６年 10 月からは児童手

当の対象が高校生世代である 18 歳の年度末まで拡大されることを鑑

み、市が独自事業として担う役割は果たされたものと判断し、本事業

を廃止するものです。 
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議案第６８号  

 

 

中学校の全員給食に向けた基本計画の策定について  

 

 

 中学校の全員給食に向けた基本計画を次のとおり策定します。  

 

 

令和６年８月１４日提出  

 

吹田市教育委員会  

教育長 大江 慶博  

 

 

記  

 

１ 名  称  中学校の全員給食に向けた基本計画 

 

２ 内  容  別紙のとおり 
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中学校の全員給食に向けた基本計画 
 

 

 

 

～みんなが笑顔で食べる給食の実現を目指して～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

吹田市教育委員会 

令和６年（2024年）８月 
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中学校の全員給食に向けた基本計画 1 

※給食費を300円から340円へ

値上げ H31.4～

１  背景  

成長期にある中学生の心身の健全な発達には、個々のおかれた環境にかかわら

ず、栄養バランスのとれた食事をとることが必要です。 

本市の中学校給食は、平成21年（2009年）１月から、ランチボックスによる選択

制デリバリー方式のモデル実施を行い、平成24年（2012年）２月からは、全18校で

実施していますが、大阪府内では既に34団体が中学校の全員給食を実施しており、

全国的にも全員給食化が進められている状況です。 

本市では、令和２年（2020年）10月に学識経験者や 

校長、PTA協議会などの学校教育関係者等で構成する

「吹田市中学校給食在り方検討会議」（以下「検討会

議」という。）を設置し、現状の選択制給食の検証や

中学生にとって望ましい中学校給食の在り方について

議論を行いました。 

検討会議では、現状の給食についての課題、生徒の

昼食の状況、保護者のニーズ、食育の在り方、食物ア

レルギーの対応、教職員の負担、給食の実施方式などについて様々な議論を重ね、

次のとおり「基本的な考え方」が取りまとめられ、これらの「基本的な考え方を実

現していくため、全員喫食を実施する」必要があるとの提言が出されました。 

本市では、この提言を受け、中学校での全員給食の実施に向けた検討を進めてき

ました。 
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年間喫食率の推移

ランチボックスによる中学校給食 

【基本的な考え方】 

・おいしく楽しく食べられる食育の推進ができるシステムの確立 

・生徒全員が同じメニューを食べる機会の提供 

・教職員の負担を考えた上で、給食指導を十分に行える体制の整備 

・命・健康を守ることを基本方針に、食物アレルギー対応への仕組みの構築 

中学校給食（選択制）の喫食率と実施校数の推移（H20～R5） 

H21.1～ 3校

給食実施校数

H21.10～ 9校

H22.10～ 14校

H23.10～ 17校

H24.2～ 18校

※給食費を300円から340円へ

改定 H31.4～

※新型コロナウイルス感染症拡大

のため休校 R2.3～R2.6

※給食費の半額補助実施

R2.6～R3.3

R3.10～R6.3
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中学校の全員給食に向けた基本計画 2 

２  今後の中学校給食の在り方  

学校給食法において、学校給食は「児童及び生徒の心身の健全な発達に資するもの

であり、かつ、児童及び生徒の食に関する正しい理解と適切な判断力を養う上で重要

な役割を果たすものである」とされており、中学校における給食は、成長期の生徒に

栄養豊富な食事を提供するとともに、健全な食生活を身につけ、自らの健康管理がで

きるようにする上で重要な役割を果たすものです。 

また、健康すいた 21（第３次）1において市民の「健康寿命の延伸」と「生活の質

（QOL）の向上」に向けて様々な施策に取り組んでおり、その中で「健全な食生活を

実践していくことができるよう、食育の様々な取組を通じて食への関心や理解を深

め、家庭・学校・地域等が連携して食育の推進を図ることが必要」とされており、学

校給食は食育の絶好の機会となります。 

さらに、近年の共働き世帯の増加や、大阪府内の自治体を含め全国的に中学校の全

員給食が進められているといった社会状況の変化からも、全員給食実施の必要性は高

まっています。 

よって、検討会議の提言や学校給食の意義と重要性を踏まえ、本市では中学校の全

員給食を実施します。 

給食の提供にあたっては、学校給食の目的である安心・安全で栄養バランスの摂れ

た豊かな食事を提供することに加え、検討会議で示された基本的な考え方等を踏まえ

生徒全員がおいしく、楽しく食べることができるとともに、子供の頃からの生活習慣

病予防の基礎づくりができる給食を目指して取組を進めます。 

 

３  中学校給食の基本的な考え方  

中学校の全員給食は、次の考え方を基本に実施します。 

(1)食育の推進  

・子供の頃からの生活習慣病予防の基礎づくりを行うため、生徒一人ひとりの行動変

容を促し、個人の状況にあった給食提供を行うなど、楽しみながら、自然とくらし

の中で健康になれる食育の推進に取り組みます。 

・給食の準備から片づけまでを通して食事のマナーなどを体得するとともに、生徒全

員が協力することで、食事を通してよりよい人間関係を築けるよう取り組みます。 

                                                        

1 健康すいた 21（第３次）…健康増進法第８条に基づく市町村健康増進計画である「吹田市健康増進計

画（第３次）」や食育基本法第 18 条に基づく市町村食育推進計画である「吹田市食育推進計画（第

３次）」などを一体的に策定した計画であり、市の健康づくりや食育等に関する施策・事業を進める

ための計画として位置付けている。 
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中学校の全員給食に向けた基本計画 3 

・食生活の多様化が進み、朝食の欠食、偏った栄養摂取、肥満や過度のやせなど子供

の食生活の乱れが指摘される中、給食の献立を教材とした食育を行い、生涯にわた

る食に関する自己管理能力を身につけさせるなど、望ましい食習慣の形成を図りま

す。全員給食に合わせた、学校給食を活用した食に関する指導のための更なる取組

を進めるとともに、現在の栄養教諭等の配置状況を踏まえ、大阪府に要望するなど

職員体制について検討を行います。 

・小学校から中学校までを見据えた食育ができるよう、小学校での食育の取組も参考

としながら推進していきます。 

・健都2の強みを生かして、国立循環器病研究センター(以下「国循」という。）や国

立健康・栄養研究所（以下「健栄研」という。）などとの連携のもと、「生活習慣

病予防の基礎づくり」につながる給食の提供を目指します。 

・国循等との連携においては、減塩だけでなく栄養バランス等の観点も踏まえた献立

の開発や、学校健診等のデータを活用し、全員給食実施前後の比較による健康課題

を分析するなどのデータヘルスの推進につながる取組を検討します。 

(2)献立  

・給食は、主食（米飯又はパン）・副食・牛乳からなる、完全給食で実施します。 

・献立は、本市が給食調理を委託する事業者（４（２）を参照）と事前に協議をした

上で、本市が作成します。また、国循や健栄研と連携した献立の提供も検討しま

す。 

・統一献立を作成し、原則として、同じ給食を実施します。 

・給食には、多種類の食材や旬の食材を取り入れ、幅広いバラエティに富んだ献立や

季節・行事に応じた献立を提供します。 

・小学校給食と同様に、応募献立など食に対する関心を

高め、給食に親しみを持てるような取組を検討しま

す。 

・配送・配膳には保温食缶3を使用し、適温での給食提

供を行います。これにより、個人の状況に応じた量の

調節にも対応できます。 

 

                                                        

2
 健都…吹田市と摂津市両市にまたがる「北大阪健康医療都市」の愛称。健都では、国立循環器病研究

センターや市立吹田市民病院をはじめ、駅前複合施設、健都イノベーションパーク、健都レールサイ

ド公園など、多様な事業主体が「健康・医療」をコンセプトとしたまちづくりを進めている。（位置

は、参考資料参照） 

3 保温食缶…調理場で作られたおかずや汁物などを保温・保冷したまま搬送できる容器。保温性が高

く、温かいものは温かく、冷たいものは冷たいまま提供することができる。 

給食の提供イメージ 

（小学校給食より） 

(26)



 

 

中学校の全員給食に向けた基本計画 4 

(3)食材  

・給食で使用する食材の選定などは、本市が実施することを基本とし、食材費の金額

は本市が決定します。 

・食材は、安全性の高いものを使用し、その流通が明確なものとします。 

・食材費は、学校給食法の規定に基づき、市が給食費として保護者から徴収すること

を基本とします。 

・地産地消の取組として、吹田市内で収穫された野菜などを使用するなど、可能な範

囲で実施します。 

(4)食器  

・給食で使用する食器は、望ましい食習慣を身につけられるものを基本とし、生徒の

安全面や扱いやすさなども考慮して選定します。 

(5)食物アレルギーへの対応  

・食物アレルギー対応を実施します。生徒の安全面を考慮し、小学校給食で実施して

いる対応を基本とします。 

・一部の食材について除去食の対応を行います。対象の食材については、小学校と同

様に、乳、卵、小麦の一部 4を基本として、検討を進めます。 

・給食に使用しない食材についても、小学校と同内容（令和６年度（2024年度）時点

では13品目5を使用していない。）を基本として、検討を進めます。 

・小学校と同様に、食物アレルギー対応に関するガイドラインを作成し、市（学校を

含む。）、保護者、調理事業者の共通理解のもと実施します。 

・給食調理は、専用室や別ラインで調理するなど、アレルゲンの混入を防ぐことがで

きる環境で調理します。 

(6)提供日数  

・給食の年間提供日数については、令和５年度（2023年度）の実績は各学校当たり約

170日ですが、全員給食の開始により、準備期間の短縮を図ることができるため、

年度当初から提供が可能となり、小学校と同程度の190日程度を見込みます。 

・実際の給食の実施は、行事日程等を考慮し、各学校で決定します。 

 

                                                        

4
 除去食の対象となるもの：麺類（うどん・チャンポン麵・素麺）、ワンタン、ラビオリ、クリームシ

チュー、クリームスープ 

除去食の対象とならないもの：マカロニ・パスタ類、麩、フライ、調味料類 ※令和６年度時点 

5
 給食に使用しない 13 品目…えび・かに・くるみ・そば・ピーナッツ・アーモンド・あわび・いく

ら・カシューナッツ・キウイフルーツ・バナナ・まつたけ・やまいも 
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中学校の全員給食に向けた基本計画 5 

４  実施方式と実現化の方策  

(1)実施方式  

給食の実施方式については、長期的な安定供給や経費面などを総合的に判断し、健

都イノベーションパーク 6（摂津市千里丘新町）での民設民営によるセンター方式7と

します。 

調理場の整備にあたっては、本市が作成する献立に基づく給食を調理できるととも

に、HACCP8の考え方を取り入れ「学校給食衛生管理基準」や「大量調理施設衛生管理

マニュアル」に則った衛生管理を実施できる施設とすることなどを求めます。 

なお、民間の事業者が施設を整備し、維持管理及び調理等の運営を行うことで給食

を提供することとなりますが、本市は給食の実施責任者として、献立作成・食材の選

定を行うほか、調理工程や衛生管理などについて施設を定期的に巡回するなど、管理

体制の構築を図ります。 

(2)実現化の方策  

  本基本計画を踏まえた給食調理事業の運営を条件の一つとして、健都イノベーショ

ンパークの本市所有地に第２アライアンス棟9の整備運営事業者（以下「整備運営事

業者」という。）を募集し、入居する給食調理事業者へ給食調理等を委託すること

で、中学校給食の提供を行います。  

事業者の選定においては、学校給食への理解や、安心・安全な給食を安定的かつ確

実に提供できる体制等を評価した上で事業者を選定します。 

また、整備する調理場の規模については、生徒数に教職員数を加えた食数を調理す

ることができるものとなります。令和６年（2024 年）５月の生徒数は 9,231 人、教職

                                                        

6 健都イノベーションパーク…健都における国立循環器病研究センターを中心とした国際級の複合医療

産業拠点（医療クラスター）の形成を図るべく、健康・医療に関連する研究機関や企業等を集積させ

る場。  

7 センター方式…複数の学校の給食を調理する共同調理場で調理した給食を各学校へ配送する方式。給

食提供の方式は、他に、学校内の調理場で調理する「自校調理方式」、学校内の調理場で他の学校の

給食も調理し、当該他校へ給食を配送する「親子調理方式」、民間事業者の調理場で調理した給食を

各学校へ配送する「民間調理場活用方式」などがある。 

民設民営…民間事業者が給食の調理場を整備した上で、一定期間の給食調理等委託契約に基づき、

給食調理や配送等の業務を実施する方式。 
8 HACCP（Hazard Analysis and Critical Control Point：危害分析・重要管理点）…食品の安全性を

保証する衛生管理の手法の一つで、原材料の生産から調理されて喫食者の口に入るまでの各段階で発

生すると考えられる危害（ハザード）を科学的に分析し、その危害発生を防止できるポイントを定

め、これを重点的に管理することで安全性を確保する手法。  

9 アライアンス棟…健都における医療クラスターの形成に向け、健都イノベーションパークに進出する

企業や大学の産学連携の窓口等様々な機関が入居し、連携や交流を通して健康寿命延伸に向けた取組

が推進される場となる、ハード・ソフトの両面において複合的な機能を目指した建物。健栄研等が入

居するアライアンス棟（ＮＫビル）が既に運営開始している。  

(28)
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員数は約 650 人、学級数は 251 であり、今後、生徒数は 11,000 人程度まで増加する

ものの、長期的には少しずつ減少していくと見込んでいます。 

なお、これら給食調理場の整備に必

要な内容については、整備運営事業者

の募集時に要求水準として示すことと

します。 

 

 

 

 

(3)全員給食の開始時期  

全員給食の開始時期は、事業者選定から契約、給食調理施設整備等に要する期間を

考慮し、令和 10 年度（2028 年度）中を目標とします。 

 

５  その他の検討事項  

(1)学校における施設面の準備  

調理場からコンテナで配送された保温食缶を、衛生的に一時保管しておくために、

各中学校の給食配膳室等の整備を行います。現在、中学校の給食配膳室は選択制デリ

バリー方式を前提として、生徒数の約半数が給食を利用する想定で設備等の整備を行

っているため、保温食缶による全員給食に対応でき

るよう改修を行います。 

給食配膳室の面積が十分でない学校においては、

現在の給食配膳室の拡張を基本とし、教室までの配

送ルートなどを踏まえた整備を検討し、生徒の安全

面や負担など運用面も考慮して計画します。 

また、各学級で配膳するためのスペースについて

も検討します。 

(2)学校における運用面の準備  

   全員給食の円滑な実施に向け、学校における給食指導の体制整備やアレルギー対応

の確認体制等の構築のほか、配膳時の衛生管理の徹底などについて、生徒と教職員そ

れぞれが行動するべきことを検討し、整理していきます。 

その内容については、研修などを行い、学校全体で共通認識を持ち、取り組んでい

けるよう体制を整えていきます。また、給食時間についても改めて検討を行います。 

現在の給食配膳室 
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吹田市立中学校 生徒数推計

(29)



 

 

中学校の全員給食に向けた基本計画 7 

(3)就学援助実施の検討  

小・中学校での義務教育が円滑に受けられるように、条件を満たす方を対象に、学

用品費など学校で必要な費用を援助する就学援助費について、小学校給食費が対象費

目となっていることを踏まえて、全員給食の実施に合わせて中学校給食費を対象費目

に追加することを検討します。 

(4)その他  

健都イノベーションパークに立地する民設民営の施設で実施することで、学校給食

にとどまらない、民間事業者の持つ柔軟な発想による取組や産学官民連携による多様

な取組を実施することができます。これにより、中学校給食の提供以外にも、将来的

に地域住民を巻き込んだ幅広い世代へアプローチできる健康寿命の延伸に資する取組

の実施が期待できます。 

また、災害時において、可能な限り給食を継続できる体制や、避難所への支援体制

など、非常事態での連携方策についても検討を行います。 

 

６  終わりに  

現在の学校給食では、学校給食実施基準に示されている一人当たりの摂取基準をも

とに一律で献立を作成していますが、生徒一人ひとりの運動量や体格等により必要な

栄養素やエネルギー量が異なると考えられます。中学校の全員給食では、小学校と同

じように食缶による提供や食物アレルギー対応の実施を予定しており、量の調節など

により個人の状況に対応していきますが、将来的にはより個人にとって望ましい個別

最適化された給食提供も見据えた検討が必要です。その実現には新たな科学的根拠を

得るとともに、提供のための技術的な仕組み作りが必要であるため、行政だけでな

く、健都内外の企業や研究機関とも連携しながら、更なるICTの活用や技術革新を期

待し、長期的な視点で学校給食の在り方を考察していく必要もあります。また、この

中学校の全員給食の取組が児童・生徒だけでなく、食を通じて様々な世代の方に広が

ることで、地域住民を巻き込んだ幅広い世代の「生活習慣病予防の基礎づくり」の取

組に発展し、本市が目指す市民の健康寿命の延伸につながることを期待します。 

(30)
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● 第一中 

● 第二中 

● 第三中 

● 第五中 

● 第六中 

● 片山中 

● 佐井寺中 ● 南千里中 

● 豊津中 

● 豊津西中 

● 西山田中 

● 山田東中 
● 千里丘中 

● 高野台中 

● 青山台中 

● 竹見台中 

● 古江台中 

● 山田中 

北大阪健康医療都市（健都）エリアマップ 

【整備予定地】 

面積：約 5,870 ㎡ 

用途地域：準工業地域 

吹田市立中学校 位置図 

健都イノベーションパーク 

北大阪健康医療都市 

（健都） 
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